研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　南寿の里　丘の家　職　種　介護福祉士　　氏　名　須藤　由紀

	期　　間　　平成21年　3月　20日　～　1日間

	出張目的　成年後見制度について

	出 張 先　八戸市総合福祉会館2F多目的ホール

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【考察】

　成年後見制度には法定後見と任意後見があり、法定後見では後見、補佐、補助の3つ、判断能力がある内に決めておくのが任意後見です。法定後見の補助ですが、判断能力が不十分である方を支援する、補佐では判断能力が著しく不十分な方を支援するとなっていますが、講師の米谷先生も区別を付けるのは難しく精神判定も必要となってくるとおっしゃっていました。成年後見人の仕事は、本人の生活や療養看護など、生活全般に関わる法律行為（入所契約、財産管理、取消権など）を本人に代わって行います。買い物や介護、一緒に食事に出掛けるなどはしない事となっていますが、その方との信頼関係を築く為にはやはり多く関わらなければならない、米谷先生は一緒に食事に行くそうです。信頼関係も無くよく知らない人が自分の後見人になるのは、あまり気持ちの良いものではありません。米谷先生は、1時間お話をしてくるという気持ちで相手の家へ行かれているそうです。成年後見制度の理念には、ノーマライゼーション、自己決定の尊重、身上配慮業務の3つがあります。本人の気持ちや思いを大事にし、精神や身体の状態、生活状況に配慮するという理念には、信用や信頼関係が必要です。米谷先生は、相手の気持ちやお話を聴き信頼関係を築き上げておられ、人とのつながりを大事にされているのだなと思いました。

丘の家の入居者様のご家族が利用されていますが、他のご家族へもご紹介や説明をし、こういった制度があるという事や身近に感じて頂けるよう取り組んでいきたいと思います。又、他職員へも勉強会を開催し、知識向上に努めていきたいと思います。

＜内容＞

1、成年後見制度の理念

①ノーマライゼーション

→ノーマルな生活をする事

②自己決定の尊重

→残存能力の活用

③身上配慮業務

→精神や身体、生活状況に配慮する

2、新しい成年後見制度の概要








3、判断能力と類型

　　後見類型

　　補佐類型


　

　　補助類型

　　任意類型

4、補助制度

①補助制度とは

・判断能力が不十分である方を支援する制度

・補助人が家庭裁判所で選任される

②本人に申立権あり

・補助申立者は、本人、配偶者、4親等内の親族、後見人、後見監督人、保佐人、補佐監督人、検察官

・本人以外が申立てる場合には、「本人の同意」が必要

・選任の際も、裁判所は「本人の意見」を考慮しなければならない

③補助制度の対象者の具体例

・重要な財産行為について、自分で出来るかもしれないが、適切に出来ないかもしれない

・いわゆる「まだら呆け」の中で、軽度の方

・補助制度は「同意権」（取消権）を付与することを目的とした制度





5、補佐制度

①補佐制度とは

・判断能力が不十分である方を支援する制度

・保佐人が家庭裁判所で選任される

②「本人」に申立権あり

・補佐申立者には、本人、配偶者、4親等内の親族、後見人、後見監督人、補助人、補助監督人、検察官

・選任の際も、裁判所は「本人の意見」を考慮しなければならない

③補助制度の対象者の具体例

・日常の買い物程度なら出来るが、重要な財産行為は自分では適切に行う事が出来ず、常に他人の援助を受ける必要がある方

・いわゆる「まだら呆け」の中で、重度の方

④補佐人の仕事

・本人が行う行為について、下記の9つの行為について、同意権と取消権を利用して本人の権利擁護を実現する

＜1＞賃金の元本の受領及び利用

＜2＞借財または保証すること

＜3＞不動産その他重要な財産に関する権利の得喪

＜4＞訴訟行為をすること

＜5＞贈与、和解または仲裁契約をすること

＜6＞相続の承認、放棄

＜7＞贈与もしくは遺贈を拒否したり、負担付贈与遺贈を受諾すること

＜8＞新築、改築、増築、または大修繕

＜9＞短期賃借権の器官を越える賃貸借をすること

⑤元本の領収または利用

・元本の領収→法定果実（利息、地代）を含む財産の受領、預金の払戻し、弁済金の受領

・元本の利用→利息付きで金銭を貸す

⑥借財または保証

・保証→他人の借金を保証したり、不動産など担保提供すること

⑦不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為

・重要な財産→知的財産権、多額の債権

・権利の得喪→売買、担保権の設定、介護契約、施設入所の契約等の役務提供契約

⑧訴訟行為

・訴える場合、訴えられる場合、双方を含む（同意を得ないでした訴訟行為→無効）

⑨贈与、和解または仲裁同意

・贈与→受ける場合には同意は不要

・和解→裁判上、裁判外双方を含む

・仲裁→仲裁法における仲裁

⑩相続の承認もしくは放棄または遺産分与

・相続の承認→単純承認と限定承認

・相続の放棄→原則として、被相続人が死亡したのを知った時から3ヶ月以内に、家庭裁判所へ申述する

・贈与の申し込みの場合、遺贈の放棄、負担付贈与の申し込みの承諾または負担付遺贈の承認

・新築、改築、増築または大修繕

・民法第602条に定める期間を超える賃貸借

→民法第602条=短期賃貸借契約

Ⅰ　樹木の栽植又は伐採を目的とする山林の賃貸借：10年

Ⅱ　Ⅰに掲げる賃貸借以外の土地の賃貸借：5年

Ⅲ　建物の賃貸借：3年

Ⅳ　不動産の賃貸借：6ヶ月

⑪保佐人の権限は民法第13条の同意権（=取消権）に限定されるのか？

· 同意権の範囲を拡張する旨の審判

· 代理権付与の審判

⑫本人の同意を得ないでした行為

・本人または保佐人が取消権を行使する

→但し、同意を得ないでした訴訟行為（裁判上の和解、仲裁等含む）は、取消権の行使を待たず、無効

6、成年後見

①成年後見制度とは

・判断能力を欠く状況にある方を支援する制度

・成年後見人が家庭裁判所で選任される

②本人に申立権あり

・成年後見申立者は、本人、配偶者、4親等内の親族、後見人、後見監督人、保佐人、補佐監督人、補助人、補助監督人、検察官

・選任の際も、裁判所は「本人の意見」を考慮しなければならない

③成年後見制度の対象者の具体例

・日常の買い物も自分では出来ず、誰かに代わってやってもらう必要がある方

・ごく日常的な事柄が分らなくなっている方

・完全な植物状態にある方

④成年後見人の権限

・本人の財産に関する法律行為についての包括的な代理権と、これに対応する包括的な財産管理権

・本人が行った法律行為に関する取消権（日用品の購入やその他日常生活に関する行為は除く：自己決定権の尊重）

⑤成年後見人の責務

・後見事務の遂行にあたって、本人の意思を尊重すると共にその心身の状態及び状況に配慮すべき身上配慮義務等を負う

⑥成年後見人の仕事

・成年後見人は、本人の生活や療養看護など、生活全般に関わる法律行為を本人に代わって行います





⑦成年後見人等の複数選任、法人選任

・複数選任→共同行使又は分拳の定め

・法人選任→法人が後見人になれる

例えば、身上看護：親族後見、社会福祉士等

　　　　財産管理：弁護士、司法書士、社会福祉士等

※複数後見の場合、取引の相手方は複数の成年後見人のいずれか一人に対して意思表示すれば足りる

⑧成年後見人等の欠格事由

・未成年

・家庭裁判所で免ぜられた法定代理人、保佐人、補助人

・破産者

・非成年後見人に対し訴訟を起こし、又はした者並びにその配偶者及び直系血族

・行方が知れない者

⑨成年後見監督等人の職務（後見、補佐、補助）　（任意的設置機関）

・成年後見人等の事務を監督する

・成年後見人等が欠けた場合に、遅滞無くその選任を家庭裁判所に請求する

・成年後見人等の解任請求

→後見人に不正な行為､著しい不行跡その他その任務に適しない事由があると認められる時

→その他、本人、その親族または検察官も解任請求出来る

・急迫な事情がある場合に、成年後見人等の代理権の範囲内において、自ら必要な処分をすること

・成年後見人等またはその代表である者と本人の利益が相反する行為について、本人を代表とすること

・保佐人、補助人またはその代表する者と本人との利益が相反する行為について、本人がこれをすることに同意すること

⑩成年後見人等辞任

「正当な事由」+「家庭裁判所の許可」



⑪成年後見人等の解任

・不正な行為、著しい不行為その他後見人の任務に適しない事由がある時は、家庭裁判所は成年後見

監督人等、もしくはその親族もしくは検察官の請求により、または職権で成年後見人等を解任する

6、任意後見

①任意後見契約の要件

・本人が任意後見人に対し、精神上の障害により判断能力が不十分な状況に置ける自己の生活、療養看護及び財産の管理に関する事務の全部または一部について代理権を付与する委任契約

・任意後見監督人が選任された時から契約の効力が生じる旨の特約を付したもの

・公正証書を作成する








②任意後見人及び任意後見監督人の資格

・特に資格制限なし（本人の親族、知人、弁護士、社会福祉士、法人もなる事が出来る）

③複数の任意後見人及び任意後見監督人選任

・可能（例えば、身上看護は親族、財産管理は専門家）

④任意後見監督人の欠格事由

・任意後見人または任意後見受任者の配偶者、直系血族、または兄弟姉妹

・本人に対して訴訟をし、またはした者ならびにその配偶者および直系血族

・過去に後見人、保佐人、補助人の地位を解任された事のある者や管理権喪失の宣告を受けたことのある者

・未成年、破産者、行方不明の者

⑤任意後見契約の終了

・任意後見契約の解除

→任意後見監督人選任前：公証人の認証を受けた解除書面を相手方に送付した上で、登記所に対して終了の登記を申請する

→任意後見監督人選任後：「正当な事由」+「家庭裁判所の許可」

⑥任意後見人の解任

・任意後見契約自体が終了する

⑦法定後見の開始

⑧契約当事者の死亡、破産等（民法第653条）

Ⅰ　委任者又は受任者の死亡

Ⅱ　委任者又は受任者が破産手続開始の決定を受けたとき

Ⅲ　受任者が後見開始の審判を受けたとき

　

⑦法定後見との関係





例外）本人の利益の為特に必要があると認めるとき

　　・本人が任意後見人に授権した代理権の範囲が狭すぎる上、任意の授権の困難な状況にあたるため、他の法律行為について法定代理権の付与が必要な場合

　　・本人について同意権、取消権による保護が必要な場合

⑧成年後見業務とは




7、身上看護業務

①身上看護業務とは

・成年被後見人の生活、療養看護及び財産の管理に関する事務を行うにあたっての善管注意義務を敷術し、明確にしたもの

②本人意思尊重義務とは


③成年後見事務の対象となる身上看護事項

・健康診断等の受診、治療、入院に関する契約の締結、費用の支払い

・本人の住居の確保に関する契約の締結、費用の支払い

・老人ホーム等の入退所に関する契約の締結、費用の支払い等、及びそこでの処遇の監視、異議申立て

・介護を依頼する行為及び介護、生活維持に関連して必要な契約の締結、費用の支払い

・教育、リハビリに関する契約の締結、費用の支払い

・法律行為として行われる異議申立て等の公法上の活動

・アドボカシー（代弁者）活動

・訴訟行為の委任

・一般的見守り活動

8、後見登記制度

①これまでの禁冶座準禁冶産制度は、本人の戸籍にその旨を記載していた






②事務管轄の役所は？

・成年後見登記事務→東京法務局のみ

・登記事項証明書の交付は、各都道府県の地方法務局本局でも可

（例えば、青森なら「青森地方法務局」。尚、窓口交付のみ。郵送で取得する場合には、東京法務局に請求する）

③代理人が請求する場合

・請求する人からの委任状が必要

→但し、請求する人の健康保険証や運転免許証のコピーを同封する取扱いになっている。代理人の身分証明書のコピーは不要

④登記の概要

・法定後見

→開始審判の登記（裁判所書記官が嘱託）

→変更の登記（住所や氏名の変更は後見人等が申請する）

→終了の登記（本人の死亡の場合には後見人等が申請する）

・任意後見

→任意後見契約の締結の登記（公証人が嘱託）

→変更の登記（住所や氏名の変更は任意後見人等が申請する）

→任意後見監督人の選任審判の登記（裁判所書記官が嘱託）

→終了の登記（本人の死亡や任意後見契約の解除の場合には、任意後見人等が申請する）

9、その他の制度

①日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業）

・県社会福祉協議会→基幹型社会福祉協議会

→契約能力の有無（契約による委任）

→マンパワーによる利用者の制限

→利用料金（生活保護者は無料）

→判断能力低下時の対応（成年後見制度への移行）

②主なサービス内容

・福祉サービスの利用援助

・日常的金銭管理サービス

・書類等の預かりサービス

任意後見





本人の自己決定の尊重





身上配慮業務














C.E.O.





I.O.O.





S.G.M.





代理権付与の審判を申し立てる場合


には「本人の同意」が必要





入所契約、財産管理、取消権など





・成年後見人等が職業上の必要から遠隔地に転居し、後見等の事務の遂行に支障が生じた場合


・老齢、疾病などにより、後見等の事務の遂行に支障がある場合


・本人またはその親族との間に不和が生じた場合





①移行型


・通常の任意代理契約と任意後見を同時に締結


・判断能力低下前：委任契約により事務処理


　判断能力低下後：委任後見監督人を選任し、任意後見契約により事務処理


※任意後見監督人の選任により委任契約は終了する旨の条項を公正証書に記載するのが望ましい


②即効型


・軽度の認知症の状態にある補助制度の対象者でも、契約締結時において意思能力を有する限り、任意後見契約を締結する事は可能。任意後見契約直後に任意後見監督人を選任する


※任意後見契約が法定後見を優先するという基本概念


③将来型


・任意後見契約時点では受任者に後見事務の委託をせず、将来自己の判断能力が低下した時点で初めて任意後見人による保護を受けようとする契約形態


※見守り契約を同時に契約する事が多い








・事実行為は行わない


・買い物をしたり、介護をしたりしない


・婚姻、遺言等の身分行為も出来ない





本人の死亡


（任意後見契約の終了）





任意後見契約締結


（見守り契約）


（任意代理契約締結）





任意後見監督人選任


（任意後見契約発効）





判断力の減退





利用形態


移行型


即効型


将来型





法定後見





成年後見制度





法定後見





任意後見





後見





補佐





補助





判断能力が不十分





判断能力が十分





代理権付与の審判





補助





同意権付与の審判





補助開始の審判と同時に付与される





本人意思尊重業務





財産管理業務





+





自己決定の尊重





残存能力の尊重





+





強い心理的抵抗感





制度利用の妨げ





取引の安全と本人のプライバシーの保護





後見登記制度








